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 我が国において、国費を用いて実施される研究開発全般に

は、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成１３年

２８日内閣総理大臣決定。以下、「大綱的指針」という。）及

針に沿って各府省で策定された具体的な指針等に沿って評価

され、また、総合科学技術会議においては国家的に重要な研

の評価等を進めてきた。 

 この間に、我が国の研究開発評価システムの改革が進めら

正・透明な評価の着実な実施とその質の向上、評価結果の資

への適切な反映、評価に必要な資源の確保と評価体制の整備

られてきた。しかし、他方、評価の現場においては、改革の

なお不十分な点や評価の実施に伴う新たな課題もあるものと

れた。 

 このため、総合科学技術会議において、大綱的指針のフォ

ップとして、国における研究開発評価の全般的実施状況を調

評価実施に伴う進展や問題点を把握するとともに、研究開発

今後の課題と改善方向を明らかにし、併せてこの方向に沿っ

的指針の具体的な見直し案等をとりまとめた。 

 

１ フォローアップの方法 

(1) 事例からみた今後の課題と改善方向の整理 

   我が国における研究開発評価の事例及び諸外国の取組

調査し、今後の主要な課題と改善方向について検討して

１６年５月に、評価専門調査会においてとりまとめを行

 (2) 研究開発評価の全般的実施状況及び現場の実態・意識

   評価専門調査会において、大綱的指針の下での各府省

究開発機関等における研究開発評価に関する取組状況の
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ともに、上記(1)のとりまとめ結果を活用した評価関係者等に対

する現場の実態・意識調査を実施した。 

 (3) フォローアップの中間とりまとめ 

上記(1)及び(2)を踏まえ、評価専門調査会において調査・検

討を行い、平成１６年１２月に中間とりまとめを行った。 

 (4) フォローアップのとりまとめ 

中間とりまとめを踏まえ、評価専門調査会において大綱的指

針の具体的な見直しを含めた検討を行い、その結果を基に本と

りまとめを行った。 

  

２ フォローアップ結果 

 (1) 研究開発評価の全般的実施状況 

  ①省庁・研究開発機関等別の評価の実施状況 

研究開発関係省庁においては、具体的な指針等の整備、研

究開発課題や研究開発機関の評価の実施など、評価に対する

取組は着実に根付きつつある。一方、研究開発施策の評価に

ついては、個別制度等に関する評価の取組が一部で開始され

ているが、研究開発戦略等、より上位の施策・政策について

は実績が少なかった。また、評価時期別では、事前、中間及

び事後評価については着実に実施されてきているが、追跡評

価は、ほとんど実績がない状況であった。今後は評価に対す

る取組を一層着実に進めるとともに、施策の評価、追跡評価

の充実が必要であり、これらを活用したより良い政策・施策

等の形成を期待する。 

    研究開発機関等においては、全般に評価に対する意識は高

まりつつあるものの、具体的な評価に対する取組状況は機関

によってばらつきがある。例えば、評価対象・評価時期とも

幅広く積極的な取組を行っている資金配分機関等がある一方

で、中間評価のみ実施している機関や、基盤的資金による課

題や研究者等の業績の評価が未実施の機関も存在している。

全般的には研究開発施策は評価実績が乏しく、また、評価時

期別では追跡評価の実績は省庁の結果と同様に少ない。取組
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の不十分な機関は、評価対象の充実、評価時期の追加等の取

組、更に必要ならば効果的・効率的な評価システムの再構築

も含め、今後の一層の取組が必要である。 

    大学等においては、回答があった中では、国立大学法人を

はじめとして評価に対する意識は高まりつつあるものの、全

般的には具体的な指針等の整備や公表状況、また、個々の評

価の実施について、取組は必ずしも十分とは言い難い。評価

の意義と実施に対する一層の意識の向上及び取組の充実を図

るとともに、取組の不十分な大学等においては、効果的・効

率的な評価システムの構築又は再構築も含め、今後の一層の

取組が必要である。 

 

    また、総合科学技術会議が自ら行う国家的に重要な研究開

発の評価については、評価が必要な重要研究開発を指定して

評価ができる体制を整えるとともに、これまでは特に、新た

に実施が予定される大規模な研究開発の評価や主要な競争的

研究資金制度の成果等に着目した評価などを実施してきたと

ころである。今後も、我が国の科学技術政策のいわゆる「司

令塔」としての戦略的活動のために、総合科学技術会議によ

る評価の枠組みを積極的に活用することが一層重要であり、

大規模な研究開発に関する評価、高いレベルの科学技術政策

や各府省をまたがる施策等を対象とした評価を充実させてい

くべきである。 

    

  ②評価の全般的進展状況及び問題点 

    大綱的指針の下での主な進展としては、次の点が挙げられ

る。 

○評価を通じて従来以上に研究開発の成果が問われ、研究

開発現場に適切な緊張感と成果重視の考え方が生まれつ

つあること 

○従来ややもすると研究開発機関の内部など狭い範囲での

論理で遂行されてきた研究開発が、評価を通じて外部に
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開かれ、社会・経済といった視点から研究開発活動の適

否が見直されるようになってきたこと 

    また、主な問題点としては、次の点が挙げられる。 

    ○評価を実施することによる研究者等への作業負担が過重

と受け取られる場合や、挑戦を妨げたり萎縮させる原因

となる場合、評価が形式化したり目的に沿って十分活用

されないなどの場合も見られること 

○信頼性のある評価実施のために必要な調査・分析や評価

のための適切な手法が未だ十分現場に定着していないこ

と 

 

 (2) 研究開発評価の今後の課題と改善方向 

   平成１６年１２月の評価専門調査会において大綱的指針のフ

ォローアップの中間とりまとめを行い、その中で次のような改

善方向を示すとともに「研究開発評価の今後の課題と改善方向」

をとりまとめたところである。 

①創造への挑戦を励まし成果を問う評価 

    評価を行うことが却って研究者の挑戦を妨げたり萎縮させ

る原因になっている面がかなり見受けられることから、今後

は成果を問うことだけではなく挑戦を励ます面も重視する。 

②世界水準の信頼できる評価 

    信頼性の高い評価を行うために必要な手法、人材が不足し

ていることから、評価の高度化を目指し、評価技術や評価者

の充実などのための具体的な体制整備を行う。 

③活用され変革を促す評価 

    評価が研究開発の継続・見直しや資源配分、よりよい政策・

施策の形成等に活用されるように徹底していく。 

    

 (3) 大綱的指針の見直し 

   上記「(1)研究開発評価の全般的実施状況」及び「(2)研究開

発評価の今後の課題と改善方向」を踏まえ、研究開発評価シス

テムの更なる発展を図る観点から、評価専門調査会において大
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綱的指針の具体的な見直しの検討を行った。見直しにあたり上

記(2)の改善方向に加えて、効果的・効率的な評価システムの運

営を促すために次の点を新たに記述した。 

  ○効果的・効率的な評価システムの運営 

    研究開発を実施・推進する主体は、各々の責任の範囲にお

いて重層的、時系列的な諸評価の相互連携・活用や評価のた

めの体制・基盤の整備等により、その評価システムの機能を

向上させていくように努める。 

 

   以上により大綱的指針を具体的に見直した結果は、別紙改定

案のとおりである。 

 

３ 各府省等における今後の取組 

  大綱的指針のフォローアップ結果を踏まえ、大綱的指針の改定

が必要である。また、各府省、研究開発機関等及び大学等につい

ては、フォローアップで明らかになった点及び新たに策定される

大綱的指針を踏まえ、研究開発評価の一層の取組の強化が必要で

ある。 

  また、総合科学技術会議が自ら行う国家的に重要な研究開発の

評価については、これまで以上に我が国の科学技術政策のいわゆ

る「司令塔」としての戦略的活動に資するよう、充実すべきであ

り、今後、当該評価の枠組みについて検討することとする。 
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はじめに  

 

我が国は、科学技術創造立国の実現を目指して、「科学技術基本法」(平

成 7年法律第 130 号)を制定した。本法に基づき第１期科学技術基本計画

(平成 8年 7月 閣議決定)、第 2期科学技術基本計画(平成 13年 3月 閣

議決定)が策定された。第 2期科学技術基本計画においては、社会・経済

をめぐる課題を解決するとともに、知の創造と活用により世界に貢献す

る等、国の持続的発展や国際的地位にふさわしい国の姿を実現するため

には、科学技術の戦略的重点化、科学技術システムの改革、科学技術活

動の国際化の推進の重要政策が不可欠であるとされ、優れた成果を生み

出す科学技術システムを実現するための柱の一つとして、評価システム

の改革が挙げられている。 

 

研究開発評価については、第 1 期科学技術基本計画に基づき、「国の

研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方についての大綱的指

針」(平成 9 年 8 月 内閣総理大臣決定)を策定するとともに、第 2 期科

学技術基本計画に基づき、新たに「国の研究開発評価に関する大綱的指

針」(平成 13 年 11 月 内閣総理大臣決定。以下「旧大綱的指針」という。)

を策定し、研究開発評価システムの改革を進める中で、公正・透明な評

価の着実な実施とその質の向上、評価結果の資源配分への適切な反映、

評価に必要な資源の確保と評価体制の整備等を図ってきた。今般、総合

科学技術会議において、旧大綱的指針のフォローアップが行われ、評価

システムの改革の進展や評価の一定の定着が明らかになった一方、改革

の進展がなお不十分な点や評価の実施に伴う新たな課題も明らかにな

り、今後、①創造への挑戦を励まし成果を問う評価、②世界水準の信頼

できる評価、及び③活用され変革を促す評価を目指すという改善方向も

提言された。本指針は、これを受けて旧大綱的指針を発展的に見直した

ものである。 

 

本指針による評価は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」(平

成 13 年法律第 86 号)に基づく政策評価と対象とする範囲は異なるが、基

本的に目指す方向を同じくするものである。本指針は、政策評価に求め

られている諸要素を踏まえ、さらに、研究開発の特性を考慮したもので
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ある。本指針による評価の実施に当たっては、同法に基づく政策評価と

整合するように取り組むこととする。また、研究開発機関等の評価のう

ち、独立行政法人研究機関(研究開発資金を配分する法人を含む。)につ

いては「独立行政法人通則法」(平成 11 年法律第 103 号)に基づく評価、

さらに国立大学法人及び大学共同利用機関法人については「国立大学法

人法」(平成 15 年法律第 112 号)に基づく評価と整合するように取り組む

こととする。 

 

本指針は、研究開発に関する評価について基本的な方針を示したガイ

ドラインとして定めたものであり、各種の評価を実施又は運営する主体

がその特性や研究開発の性格に応じてこれに沿った評価を実施・運営す

ることによって、研究開発に適した効率的で質の高い評価が行われ、優

れた研究開発が効果的・効率的に行われることを目指すものである。 

  

本指針は評価実施主体である研究開発実施・推進主体(注 1)又は本指

針が対象とする研究開発について第三者評価を行う機関(第三者評価機

関：注 2)が行う評価について適用される。各府省は、本指針に沿って、

評価方法等を定めた具体的な指針を策定することとする。また、研究開

発機関等及び第三者評価機関は、本指針及び各府省の指針に沿って、明

確なルールを定め、各機関や対象となる研究開発等の特徴、性格を踏ま

えた適切な評価を実施することとする。 

 

(注 1) 研究開発実施・推進主体としては、次のものが想定される。 

・各府省 

・大学(国公私立を含む。)及び大学共同利用機関、独立行政法人

研究機関(研究開発資金を配分する法人を含む。以下同じ。)、

国立試験研究機関等 

(注 2) 第三者評価機関としては、次のものが想定される。 

・総合科学技術会議 

・独立行政法人評価委員会、国立大学法人評価委員会、大学評価・

学位授与機構等 
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第１章 基本的考え方 

１．評価の意義  

 評価は、国際的に高い水準の研究開発、社会・経済に貢献できる研究

開発、新しい学問領域を拓く研究開発等の優れた研究開発を効果的・効

率的に推進するために実施する。評価の意義は、次のとおりである。 
 
①評価を適切かつ公正に行うことにより、研究者の創造性が十分に発揮

されるような、柔軟かつ競争的で開かれた研究開発環境の創出を実現

することができる。 

②評価を支援的に行うことにより、研究開発の前進や質の向上、独創的

で有望な優れた研究開発や研究者の発掘、研究者の意欲の向上、より

良い政策・施策の形成等の効果が得られる。 

③評価結果を積極的に公表し、優れた研究開発を社会に周知することに

より、研究開発に国費を投入していくことに関し、国民に対する説明

責任を果たし、広く国民の理解と支持が得られる。 

④評価結果を適切に予算、人材等の資源配分に反映することにより、研

究開発を重点的・効率的に行うことができる。 

 

２．本指針の適用範囲 

本指針が対象とする研究開発評価とは、①研究開発施策、②研究開発

課題、③研究開発機関等及び④研究者等の業績の評価を指す。研究開発

の範囲は、国費を用いて実施される研究開発全般とする。具体的には、

各府省、大学(国公私立を含む。)及び大学共同利用機関(以下「大学等」

という。)、独立行政法人研究機関並びに国立試験研究機関等の研究開発

実施・推進主体が自ら実施又は推進する研究開発が対象となる。また、

民間機関や公設試験研究機関等で国費の支出を受けて実施される研究開

発、国費により海外で実施される研究開発等も対象とする。 

 

３．評価関係者の責務 

(１)研究開発実施・推進主体の責務 

研究開発実施・推進主体は、本指針を踏まえ、評価のための具体的

な仕組み(評価指針等の策定、評価委員会の設置等)を整備し、厳正な
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評価を実施するとともに、その評価結果を適切に活用し、また、国民

に対して評価結果とその反映状況について積極的な情報の提供を図

る。その際、研究者が高い目標に挑戦するなどを通じその能力が十分

発揮されるよう促し、研究開発の質の向上や効率化を図るとともに、

評価実施に伴う作業負担により研究者が本来の研究開発活動のための

時間や労力を著しく費やすことのないよう留意する。また、各府省に

おいては、評価の実施及び評価結果の活用が適正かつ責任を持って行

われるよう、所管官庁としての責務の重要性も十分に認識しなければ

ならない。 

 

(２)評価者の責務 

評価者は、評価に当たり、評価対象を正しく理解することに努めた

上で、公平・公正で厳正な評価を行うべきことを常に認識し、研究開

発実施に伴う研究者の責任を厳しく問う姿勢を持つとともに、独創的

で有望な優れた研究者や研究開発を発掘し、又はさらに伸ばしてより

良いものとなるように、適切な助言を行う。また、自らの評価結果が、

後の評価者によって評価されることになるとともに、最終的には国民

によって評価されるものであることを十分に認識しなければならな

い。 

 

(３)研究者等の責務 

研究者等(評価対象が研究開発施策の場合、被評価者となるその施策

の実施者を含む。)は、国費による研究開発を行うに際し、意欲的な研

究開発課題等に積極的に挑戦すること、研究開発の成果を挙げること、

研究開発の成果が最終的には納税者である国民・社会に還元されるよ

う図ること、あるいは成果が出ない場合には評価を通じて課される説

明責任や結果責任を重く受け止めること等、その責任を十分に自覚す

ることが極めて重要である。また、研究開発活動の一環として評価の

重要性を十分に認識し、自らの係わる研究開発活動について評価者の

正しい理解が得られるように、十分かつ正確に説明又は情報提供をす

るなど、積極的に評価に協力する。さらに、研究者は、専門的見地か

らの評価が重要な役割を果たすものであることを十分に認識し、評価

に積極的に参加する。 
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４．評価システム改革の方向 

第 2 期科学技術基本計画では、「評価システムの改革」が優れた成果

を生み出す研究開発システムを構築するための大きな柱の一つであるこ

とが指摘されており、また、旧大綱的指針においても旧大綱的指針に沿

った評価の実施状況等を踏まえて、必要に応じ、旧大綱的指針を見直す

こととしていたところである。 

今般、総合科学技術会議において旧大綱的指針のフォローアップが行

われ、我が国における研究開発評価システムの更なる発展を図るため、

以下のような改善方向がとりまとめられたことから、これに沿って旧大

綱的指針を見直し、改定した。 

 

①創造への挑戦を励まし成果を問う評価 

評価を行うことが却って研究者の挑戦を妨げたり萎縮させる原因

になっている面がかなり見受けられることから、今後は成果を問う

ことだけではなく挑戦を励ます面も重視する。 

②世界水準の信頼できる評価 

信頼性の高い評価を行うために必要な手法、人材が不足している

ことから、評価の高度化を目指し、評価技術や評価者の充実などの

ための具体的な体制整備を行う。 

③活用され変革を促す評価 

評価が研究開発の継続・見直しや資源配分、よりよい政策・施策

の形成等に活用されるように徹底していく。 

 

５．本指針のフォローアップ等 

総合科学技術会議は、厳正な評価、評価結果の適切な活用等が十分に

行われるよう、本指針に沿った評価の実施状況についてフォローアップ

を行い、各府省へ意見を述べるとともに、必要に応じ、本指針の見直し

について意見を述べる。 
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第２章 評価実施上の共通原則 

研究開発実施・推進主体及び第三者評価機関は、研究開発評価を適切

に実施するために、あらかじめ評価対象、評価目的、評価者の選任、評

価時期、評価方法及び評価結果の取扱いをそれぞれ明確にした評価の具

体的な実施方法を定めるとともに、評価実施体制の充実を図る。 

評価の実施に当たって、共通的に踏まえるべき原則は次のとおりであ

る。 
 

１．評価対象の設定 

評価対象を明確かつ具体的に設定し、その内容を被評価者に事前に周

知する。 

 

２．評価目的の設定 

評価は戦略的な意思決定を助ける重要な手段であり、それ自体が目的

ではない。評価を実施する場合、このことを十分認識し、当該評価を研

究開発活動の中でどのように戦略的に位置づけ、誰がどのように活用す

るかをあらかじめ明確にした上で、評価目的を明確かつ具体的に設定し、

その内容を被評価者に事前に周知する。例えば、研究開発課題の中間評

価では「研究開発計画の進捗度の点検及び情勢変化に対応した計画変更

等の意思決定(中止を含む。)並びにこれに沿った資源配分に反映するた

め」、研究開発施策の追跡評価では「当該施策の実施による産業又は社会

への影響及び施策実施上の問題点の把握並びにこれらを踏まえた新たな

施策形成への活用のため」等が考えられる。 

 

３．評価者の選任 

評価を実施するに際しては、自己評価(注 1)を意図する場合を除き、

評価の公正さを高めるために、評価実施主体にも被評価主体にも属さな

い者を評価者とする外部評価(注 2)を積極的に活用する。やむを得ず内

部評価(注 3)とならざるを得ない場合も、可能な限り外部の専門家等の

意見を聴いて評価を実施する。また、必要に応じて第三者評価(注 4)を

活用し、民間等への委託による評価の活用も考慮する。それらの際、利

害関係の範囲を明確に定める等により、原則として利害関係者が評価者

に加わらないようにする。なお、利害関係者がやむを得ず加わる場合に
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ついてはその理由を示すとともに、当該利害関係を持つ評価者のモラル

向上や評価の透明性確保等を図る。評価の客観性を十分に保つため、例

えば年齢、所属機関、性別等について配慮して、評価者を選任するよう

努める。評価者には、一定の明確な在任期間を設ける。 

なお、国家安全保障上の理由等のため機密保持が必要な場合には、こ

の限りではない。 

外部評価又は第三者評価を行う場合には、評価者は、原則として当該

研究開発分野に精通している等、十分な評価能力を有する外部専門家(注

5)とし、評価の質を高めるため、必要に応じて評価技術に精通している

専門家や分野横断的専門家等の参画を求める。また、大規模なプロジェ

クト及び社会的関心の高い研究開発課題、研究開発施策並びに研究開発

機関等の評価においては、研究開発を取り巻く諸情勢に関する幅広い視

野を評価に取り入れるために、外部有識者(注 6)を加えることが適当で

ある。なお、研究者等の業績については、所属する機関の長が、自ら定

めるルールに従い評価を実施する。 

また、研究開発の性格や目的に応じて社会・経済のニーズを適切に評

価に反映させるため、産業界や人文・社会科学の人材、研究開発成果の

産業化・市場化の専門家等を積極的に評価者に加えることが必要である。

さらに、国際競争・協調の観点や研究開発水準の国際比較等の観点から

の評価を行うために、必要に応じて、海外の研究者に評価への参画を求

める。加えて、独創的で有望な優れた研究者・研究開発を発掘し、育て

るといった資質をもつ優れた評価者を選任することが重要であることを

十分認識しなければならない。 

研究者間に新たな利害関係を生じさせないよう、評価者に評価内容等

の守秘の徹底を図る。 

 

(注 1) 評価の対象となる研究開発を行う研究開発実施･推進主体が自

ら評価者となる評価をいう。 

(注 2) 評価の対象となる研究開発を行う研究開発実施・推進主体が評

価実施主体となり、評価実施主体自らが選任する外部のものが

評価者となる評価をいう。 

(注 3) 評価の対象となる研究開発を行う研究開発実施･推進主体の内

部のものが評価者となる評価をいう。 
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(注 4) 評価の対象となる研究開発を行う研究開発実施・推進主体とは

別の独立した機関が評価実施主体となる評価をいう。 

(注 5) 評価対象の研究開発分野及びそれに関連する分野の専門家で、評

価実施主体にも被評価主体にも属さない者をいう。 

(注 6) 評価対象の研究開発分野とは異なる分野の専門家その他の有識

者であり、評価実施主体にも被評価主体にも属さない者をいう。 

 

４．評価時期の設定 

研究開発施策及び研究開発課題については、原則として事前評価及び

事後評価を行う。特に、事前評価は、府省等として予算要求等実施に向

けた意思決定を行う以前に、可能な限り外部の専門家や有識者の意見を

聴きつつ実施する。5 年以上の期間を有したり、研究開発期間の定めが

ない場合は、評価実施主体が、当該研究開発の目的、内容、性格、規模

等を考慮し、例えば 3 年程度を一つの目安として定期的に中間評価を実

施する。その場合、特に成果が短期間で現われにくい基礎研究(注)等、

研究開発の性格等によっては、性急に成果を求めるような評価を行うこ

とが適切ではないことに留意する。また、優れた成果が期待され、かつ

研究開発の発展が見込まれる研究開発課題については、切れ目なく研究

開発が継続できるように、研究開発終了前の適切な時期に評価を実施す

ることが必要である。 

さらに、研究開発機関等については、研究開発をめぐる諸情勢の変化

に柔軟に対応しつつ、常に活発な研究開発が実施されるよう、評価実施

主体は、3 年から 6 年程度の期間を一つの目安として、定期的に評価を

実施する。研究者等の業績の評価については、研究者等が所属する機関

の長が自ら定めるルールに従い、評価を実施する。 
研究開発施策、研究開発課題等においては、終了後、一定の時間を経

過してから、副次的効果を含め、研究開発の直接の成果(アウトプット)

から生み出された社会・経済等への効果(アウトカム)や波及効果(インパ

クト)を確認することも有益である。このため、必要に応じて、学会にお

ける評価や実用化の状況、研究開発を契機とした技術革新や社会におけ

る価値の創造、さらに、大型研究施設の開発・建設等の場合は当該施設

の稼動・活用状況等を適時に把握する等により、追跡評価を行い、研究

開発成果の活用状況等を把握するとともに、過去の評価の妥当性を検証
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し、関連する研究開発制度等の見直し等に反映する。なお、追跡評価に

ついては、その実施状況にかんがみ、今後、その一層の定着・充実を図

ることとする。 
 

(注) 本指針において、「基礎研究」には、純粋に知的探求のために行

われるものと、将来の応用を念頭に行われるものを含む。以下同

じ。 

 

５．評価方法の設定 

評価実施主体は、評価における公正さ、信頼性、継続性を確保し、実

効性のある評価を実施するために、評価目的や評価対象に応じて、あら

かじめ評価方法(評価手法、評価の観点、評価項目・評価基準、評価過程

等)を明確かつ具体的に設定し、被評価者に対し周知する。特に、当該評

価に当たって被評価者に求める重要な要求事項、例えば「他国の先進研

究開発との比較における妥当性」や「目標の実現可能性やその達成のた

めの手段の存在」など、個別のケースに応じて具体的かつ明確に被評価

者に伝わるよう配慮する。 

 
(１)評価手法 

評価については、評価に先立つ調査分析法から評価法そのものに至

るまで、さまざまな手法がある。評価の実施に当たっては、その対象

や時期、評価の目的や入手可能な情報の状況等に応じて、適切な調査･

分析及び評価の手法を選択する。その際、評価における観点は、研究

開発の必要性、効率性、有効性など、多岐にわたるため、各々の場合

に適した調査・分析法又は評価法を適切に選択する必要がある。 

特に、成果に係る評価においては、研究開発には最終的に優れた成

果を生み出していくことが求められるため、成果の水準を示す質を重

視した評価を実施する。その際、研究分野ごとの特性等に配慮しつつ、

評価の客観性を確保する観点から、具体的な指標・数値による評価手

法を用いるよう努める。例えば、あらかじめ設定した明確な目標(計画

途上の達成目標及びそれらの達成時期を含む。)の達成度、特許等の活

用状況等に関する数量的指標、公表された論文の質を把握する客観的

手法による分析結果を、評価の参考資料として活用することができる。
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ただし、研究者の自由な発想に基づく基礎研究等のように、定量的な

評価手法の適用が困難である場合があることに留意する必要がある。

その場合であっても、可能な限り、客観的な情報・データ等を活用し

つつ、定性的な評価手法を併用する等の工夫をする。 

また、評価の質を高めるためには、優れた評価者や場合に応じた適

切な評価体制の選択が重要である。 

今後、評価においては、その信頼性を高めるため、従来にも増して

評価に先立つ調査分析を充実させ、判断の根拠となる客観的・定量的

なデータを組織的に収集・分析するなど、その質の高度化が求められ

る。当面、現在入手可能な手法の中から適切なものを選択して行うが、

今後は、事前評価や追跡評価における効果や波及効果等の社会・経済

への還元等に係る評価手法や、基礎研究についての定量的又は客観的

な評価手法等についても、それらの開発・改良を進める。 

 
(２)評価の観点 

評価は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」に示されてい

る政策評価の観点も踏まえ、必要性、効率性、有効性の観点から行う。

また、評価は、対象となる研究開発の国際的水準に照らして行う。さ

らに、研究者が、社会とのかかわりについて常に高い関心を持ちなが

ら研究開発に取り組むことが重要であることから、研究開発によって

は、人文・社会科学の視点も評価に十分に盛り込まれるよう留意する

こと、評価を通じて研究開発の前進や質の向上が図られることが重要

であることから、評価が必要以上に管理的にならないようにすること

や、研究者が挑戦した課題の困難性も勘案することが重要である。 

また、特定の研究者への研究費の過度な集中を防ぎ、効果的な研究

開発の推進を図るため、研究代表者及び研究分担者のエフォート(注)

を明らかにし、新規の研究開発課題の企画立案、競争的研究資金制度

における新規課題の選定等の際に活用することが重要である。 

 

(注) 研究専従率をいう。研究専従率とは、研究者が当該研究開発の

実施に必要とする時間の配分率(%)。研究者の年間の全仕事時間

を 100%とする。 
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(３)評価項目・評価基準 

評価は、必要性、効率性、有効性の３つの観点の下、研究開発の特

性に応じて、適切な評価項目及び評価基準を設定し実施する。 

評価項目としては、例えば、「必要性」については、科学的・技術

的意義(独創性、革新性、先導性、発展性等)、社会的・経済的意義(産

業・経済活動の活性化・高度化、国際競争力の向上、知的財産権の取

得・活用、社会的価値(国民の健康・安全等)の創出、国益確保への貢

献、政策・施策の企画立案・実施への貢献等)、国費を用いた研究開発

としての妥当性(国や社会のニーズへの適合性、機関の設置目的や中期

目標等への適合性、国の関与の必要性・緊急性、他国の先進研究開発

との比較における妥当性等)等が、「効率性」については、計画・実施

体制の妥当性、目標・達成管理の妥当性、費用構造や費用対効果の妥

当性、研究開発の手段やアプローチの妥当性等が、また「有効性」に

ついては、目標の実現可能性や達成のための手段の存在、研究者や研

究代表者の能力、目標の達成度、新しい知の創出への貢献、(見込まれ

る)直接の成果の内容、(見込まれる)効果や波及効果の内容、研究開発

の質の向上への貢献、実用化・事業化の見通し、行政施策実施への貢

献、人材の養成、知的基盤の整備への貢献等が挙げられる。 

また、評価基準については、設定された各評価項目についての判断

の根拠があいまいにならないよう、あらかじめ明確に設定する。 

 

(４)柔軟な評価方法の設定 

研究開発評価は、その目的、評価の対象、評価時期や研究開発の性

格(基礎、応用、開発、試験調査等(注))に応じて適切な評価項目、評

価基準、評価手法の設定を行う等、柔軟に実施する。また、科学技術

の急速な進展や、社会や経済の大きな情勢変化に応じて、評価項目や

評価基準等を適宜見直すことが必要である。 

特に、新しい知の創出が期待される基礎研究については、主に独創

性、革新性、先導性、発展性等を重視する必要がある一方、その成果

は必ずしも短期間のうちに目に見えるような形で現れてくるとは限ら

ず、長い年月を経て予想外の発展を導くものも少なからずある。この

ため、画一的・短期的な視点から性急に成果を期待するような評価に

陥ることのないよう留意する。 
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また、成果を比較的見極めやすいと思われる研究開発であっても、

基礎研究、応用研究、開発研究等の各性格が混在する等、単純な区分

が困難な場合も多く、個々の研究開発の内容を見極めて、具体的な評

価方法を設定する必要がある。 

さらに、短期間で論文、特許等の形での業績を上げにくい研究開発

分野や試験調査等、各種の研究開発の基盤整備的な役割を担うものに

ついては、個々の業務の性格を踏まえた適切な指標を用いることに配

慮する。 

一方、研究開発の性格や進展段階によっては、研究開発体制や管理

運営の適切性、目標達成に向けたアプローチの妥当性等を重視した評

価を行うことが有益な場合があることも考慮する。 

 

(注) 各種観測調査、遺伝子資源の収集・利用、計量標準の維持、安

全性等に関する試験調査、技術の普及指導等、相対的に定型的、

継続的な業務をいう。 

 

(５)評価に伴う過重な作業負担の回避 

評価に伴う作業負担が過重となり、本来の研究開発活動のための時

間や労力を著しく費やすことのないように留意する。例えば、複数の

評価実施主体が同一の評価対象についてそれぞれ異なる目的で評価を

実施する場合や、研究開発課題・施策・機関といった階層構造の中で

複数の評価を実施するような場合等において、評価の重複を避けるよ

う、既に行われた評価結果を活用する等、互いに十分な連携を図って

評価を実施する。また、評価目的や評価対象、評価時期等に応じて可

能な限り簡略化した評価を実施する等、評価実施主体の判断により、

適切な方法を採用し、効率的に行う。例えば、大規模なプロジェクト

と短期間又は少額の研究開発課題では評価の方法に差があるべきであ

る。 
なお、評価方法の簡略化や変更を行う場合は、評価実施主体は変更

の理由、基準、概要等を示す。 
また、一般に、研究開発実施・推進主体や第三者評価機関は、評価

が自己目的化しないよう関係者の意識を統一すること、評価に習熟し

た評価担当者及び評価者を配置すること、さらに評価の質を維持しつ

- 12 - 



つ作業負担を軽減できる評価手法を開発・活用することに努めること

も有益である。さらに、各研究開発実施・推進主体が、あらかじめ自

らの研究開発について自己点検を行い、適切な関係資料を整理してお

くこと、評価の実施に当たって評価者側も可能な限りこのような資料

の活用に努めることは、外部評価及び第三者評価を効果的・効率的に

活用する上で有益である。 

 

６．評価結果の取扱い 

(１)評価結果の活用 

評価が、マネジメントサイクル(注)の一環などの形で戦略的な意思

決定を助ける機能を十分に発揮するためには、あらかじめ明確に設定

された評価目的及び評価の活用方法に沿って評価結果が確実に活用さ

れる必要がある。 

研究開発施策、研究開発課題及び研究開発機関等の評価については、

研究開発実施・推進主体は、評価実施主体が得た評価結果について、

それぞれの特性に応じて予算、人材等の資源配分への反映、研究開発

の質の向上のための助言等、より良い研究開発推進のインセンティブ

にもなるようにも配慮して活用するとともに、国民に対する説明責任

を果たすためこれらの活用状況をモニタリングし、公表する。評価結

果の具体的活用の例としては、評価時期別に、 

○ 事前評価では、採択・不採択又は計画変更、優れた研究開発体制

の構築等、 

○ 中間評価では、進捗度の点検と目標管理、継続、中止、方向転換、

運営の改善、研究開発の質の向上、研究者の意欲喚起等、 

○ 事後評価では、計画の目的や目標の達成・未達成の確認、研究者

又は研究代表者の責任の明確化、国民への説明、結果のデータベ

ース化や以後の評価での活用、次の段階の研究開発の企画・実施、

次の政策・施策形成への活用等、 

○ 追跡評価では、効果や波及効果の確認、社会への説明、次の政策・

施策形成への活用（政策・施策の目的自体の見直しを含む。）等 

が挙げられる。 

また、研究者等の業績の評価結果については、その処遇等に反映さ

せる。具体的な活用の例としては、昇格やポスト登用の審査への活用、
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勤勉手当や年俸への反映、研究費の追加配分、自由な研究開発環境な

どの特典の付与、研究開発の継続や次の段階の研究開発の実施等が挙

げられる。 

 

(注)典型的なマネジメントサイクルとして、計画(plan)、実行(do)、

評価(check)、改善(action)のプロセスを順に実施して最後の改善

を次の計画に結びつけ業務改善活動などを推進する手法がある。 

 

(２)評価結果等の被評価者への開示 

評価実施主体は、評価実施後、被評価者からの求めに応じて、評価

結果(理由を含む。)を開示する。評価結果は、被評価者による説明や

情報提供の努力と、評価者が評価対象を理解する努力を前提とし、評

価者がその責任において確定するものであることから、厳粛に受け止

められる必要があるが、評価結果について被評価者が説明を受け、意

見を述べることができる仕組みを整備する。また、被評価者が評価結

果について納得し難い場合に、評価実施主体に対し、十分な根拠をも

って異議を申し立てることができる途を開いておくことが望ましい。

なお、研究者等の業績の評価については、所属する機関の長が定める

ルールに従う。 
 

(３)研究開発評価の公表等 

評価結果を評価報告書等の形で広く公表することは、研究開発及び

その成果等について、国民に対する説明責任を果たすとともに、研究

開発評価の公正さと透明性を確保し、また研究開発の成果や評価結果

が社会や産業において広く活用されることに役立つ。 

評価実施主体は、個人情報や企業秘密の保護、国家安全保障、知的

財産権の取得状況等に配慮しつつ、研究開発の成果や評価結果をイン

ターネットを利用する等により、分かりやすい形で国民に積極的に公

表するとともに、必要に応じて国民の意見を評価に反映させる。なお、

研究者等の業績の評価の結果や競争的研究資金制度における採択審査

の結果等については、個人情報の秘密保持や知的財産の保全等の観点

から慎重に取り扱う。 

評価報告書等は、少なくとも次に示す標準的要素を含む形で一体的
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にわかり易くとりまとめる。 
○ 評価対象として、研究開発名、実施者、研究開発の概要、予算等。 
○ 評価目的として、評価結果の活用を念頭においた明確かつ具体的

な目的。 

○ 評価者として、評価者名簿、評価者選任の考え方。 

○ 研究開発成果として、研究開発の成果、その他の効果又は波及効

果。 

○ 評価結果として、評価方法(評価手法、評価の観点、評価項目・

評価基準、評価過程等)、評価者の評価意見、評価結論。 
評価者の評価に対する責任を明確にするために、評価実施後、適切

な時期に評価者名を公表する。また、競争的研究資金による研究開発

課題の評価の場合、研究者間に新たな利害関係を生じさせないよう、

個々の課題に対する評価者が特定されないように配慮することが必要

である。 

 

７．効果的・効率的な評価システムの運営 

研究開発評価は、その実施主体や評価対象、評価時期等において極め

て多様である。特に、国費を用いて実施される研究開発は、さまざまな

機関間の階層構造や機関内の階層構造の下で重層的に実施されているこ

と、さらに研究開発は時系列的にも相互に関連しながら連続して実施さ

れていくことから、それらを全体として効果的・効率的に運営していく

必要がある。 
このため、研究開発実施・推進主体は、評価システムの運営に関する

責任者を定め、それぞれの主体の責任の範囲において、評価の相互連携・

活用や評価のための体制・基盤の整備等によってその評価システムの機

能や効果を全体として向上させていくことに努める。 
 
(１)重層構造における評価の運営 

研究開発は、それらを実施・推進する諸機関の面からみると、科学

技術政策全体を俯瞰する立場の総合科学技術会議、具体的な科学技術

政策等を分野で分担して実施する府省、さらに府省の所管の下にあっ

て研究開発等を実施する独立行政法人等というように、階層構造の中

で行われている。 
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また、評価の対象となる研究開発の面からみても、例えばある研究

機関の下には、その任務の下での基本方針などの大本の施策から、具

体的な制度、その下での個々のプログラム、さらにその下で採択され

る個別課題といった階層構造がしばしば見られる。 
このような場合に、評価は各々の階層レベルで重層的に実施される

ことが多いが、評価の重複が問題となり易いため、個々の評価が担う

責任の範囲の明確化と評価相互の有機的な連携・活用を図る。 
例えば、ある制度を評価する際に、その下にあるプログラムの中の

個々の課題まで詳細に点検することに代え、プログラム単位で行われ

た評価を活用する等によって効率的に行う。その際、各階層で行われ

る評価が統一性や一貫性をもち、かつ責任をもって実施されていなけ

ればならない。また、各階層で行われる評価を効果的・効率的に行う

ため、自己評価や内部評価、外部評価等を適切に組合わせて活用した

り、評価に必要とされる情報を共通に使えるような形で整理しておく。 
このような評価の連携・活用を具体的な機関や研究開発の特性に応

じて各階層で進めていくことにより、個別の課題から上位の機関や施

策・政策に至る効率的な評価システムを作る。 
 
(２)時系列的な評価の運営 

研究開発施策や研究開発課題等は、そのライフサイクルの中で事前

評価、中間評価、事後評価、追跡評価というように、時系列の中で一

連の評価の対象となることが多い。 
このような場合に、各々の段階における評価をばらばらに行うので

はなく、後の段階の評価では前の段階の評価結果を活用し、あるいは

チェックする等、時系列的にも有機的に連携して行うことによって、

評価に連続性と一貫性をもたせるよう図る。 
例えば、機関や研究開発の特性に応じて、事前評価から追跡評価ま

での一連の評価における評価者として新たな評価者を加えつつ一部共

通の評価者を残す等によって、場合に応じた評価体制の柔軟性と評価

の一貫性を追求する。 
また、一連の評価に係る情報を一括管理し、当該研究開発の過程を

たどることを可能としたり、事後評価や追跡評価の結果を次の段階の

課題や施策がより良いものになるように活用されるよう運営する。 
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このような評価の運営を図ることによって、個別の研究開発や上位

の施策等の質が次第に向上していくような評価システムの運営を行う。 
 
(３)評価システムのレビュー 

研究開発実施・推進主体は、その評価システムの運営及び機能の状

況を当該機関や研究開発に応じた視点から適切な時期にレビューし、

必要に応じて見直す。 
その際、必要な視点としては、例えば、各階層における評価が指針

等に沿って適切に行われているか、無駄な評価や形式に流れた評価に

なっていないか、評価に係わる関係者の役割分担は明確かつ適切か、

評価実施主体、評価者及び被評価者の間で十分なコミュニケーション

がとれているか等が考えられる。 
 

８．評価実施体制の充実 

前記の１．から７．を担保するため、評価実施体制を充実する。 

研究開発実施・推進主体は、研究開発の特性に応じて、質の高い実効

性のある評価が行われるように、評価実施のための具体的な仕組みを定

め、公表する。また、評価やこのために必要な調査・分析、さらには評

価のために必要な体制整備等に要する予算の確保、質の高い評価を実施

するための人材の養成・確保等を通じて、世界的に高い水準の評価を行

う体制を整備することが必要である。その際は、必要に応じて研究費の

一部を評価の業務に充てることも考慮する。 
 

(１)評価人材の養成・確保と評価の高度化 

研究開発実施・推進主体においては、評価部門を設置し、その責任

者を定めるとともに、国の内外から若手を含む研究経験のある人材を

適性に応じ配置し、効果的・効率的な評価システムの運営と評価の高

度化を推進する体制を整備する。なお、競争的研究資金の配分機関に

おいては、競争的研究資金制度の適切な運用、研究開発課題の評価プ

ロセスの適切な管理、質の高い評価、優れた研究の支援、申請課題の

質の向上の支援等を行うために、研究経験のある人材を専任のプログ

ラムディレクター(注 1)、プログラムオフィサー(注 2)として充てるマ

ネジメントシステムの構築を図る。 
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また、若手を含む評価人材(評価に精通した個別分野の専門家や研究

開発実施・推進機関の職員、評価を専門分野とする研究者等)の養成や

評価能力の向上のための体制整備として、研修やシンポジウム等を通

じた評価技術等の普及、評価システム高度化のための調査研究の実施、

評価を実施する第三者機関の育成・活用、評価部門に専門性が蓄積す

るような人事制度での配慮、評価者の社会的地位向上と評価に参加す

ることが評価者個人に有益となるようなインセンティブの検討、評価

者を評価する仕組みの整備その他評価支援体制の全般的整備に努め

る。 

さらに、評価者や評価業務に携わる人材として、独創的で優れた研

究者・研究開発を見いだし、育てることのできる資質を持つ人材を養

成・確保するよう努める。 

 

(注 1) 競争的研究資金制度と運用について統括する研究経歴のある

高い地位の責任者をいう。 

(注 2) 各制度の個々のプログラムや研究課題の選定、評価、フォロ

ーアップ等の実務を行う研究経歴のある責任者をいう。 

 

 (２)データベースの整備と効率的な評価のための電子システムの導入 

評価者の選任、評価者の評価等の評価業務の効率化、研究開発の不

必要な重複の回避、効果的・効率的な研究開発の企画立案等を図るた

め、各府省及び関係する研究開発機関等は各課題等ごとに研究目的、

研究分野、研究者(エフォートを含む。)、資金(制度、金額等)、研究

開発成果(論文、特許等)、評価者、評価結果(評価意見を含む。)等を

研究者が自ら入力すること等により収録したデータベースを構築・管

理するとともに、総合科学技術会議のイニシアティブにより、これら

を府省横断的に活用できるよう、内閣府が中心となってシステムを共

通化し、国費を用いて実施される研究開発の進展状況等がリアルタイ

ムかつ継続的に追跡できる体制を作る。 

さらに、審査業務・評価業務を効率化するため、申請書の受付、書

面審査、評価結果の開示等に電子システムを導入する。 
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第３章 評価対象別の留意事項 

前章の共通原則に沿うことに加えて、「研究開発施策」、「研究開発

課題」、「研究開発機関等」及び「研究者等の業績」のそれぞれの評価

対象ごとに、次のことに留意して評価を実施する。 

 

１．研究開発施策の評価  

研究開発実施・推進主体及び第三者評価機関は、国及び府省の政策目

標や機関等の設置目的を達成するために策定した研究開発政策、戦略、

制度、プログラム等の研究開発施策が、国の政策や機関等の設置目的に

照らして妥当であるか、関連施策との連携を保ちながら効果的・効率的

に推進されているか、施策の目的に照らして妥当な成果が得られている

か(又はその見込みがあるか)等に特に留意して評価する。 

研究開発施策の評価結果については、当該研究開発施策の見直しや改

善、より良い施策の形成等のために活用する。 

なお、研究開発施策の評価については、その実施状況にかんがみ、今

後、その一層の定着・充実を図ることとする。 

 

２．研究開発課題の評価 

研究開発課題は、研究者等が具体的に研究開発を行う個別のテーマで

あり、その目的や基礎研究、応用研究、開発研究等の性格、分野等は、

広範かつ多様である。このため、課題の目的、性格、分野等に応じて、

評価手法や評価項目等を適切なものにする。 

また、研究開発課題は、公募により複数の候補の中から優れたものが

競争的に選択され、実施される「競争的研究資金による課題」、国が定

めた明確な目的や目標に沿って重点的に推進される「重点的資金による

課題」及び研究開発機関に経常的に配分された資金により実施される「基

盤的資金による課題」に区分される。各々については、以下の(１)から

(３)に留意して評価を実施する。 

なお、委託先や共同研究の相手先となる民間機関や公設試験研究機関

等で国費の支出を受けて実施される研究開発課題について、評価実施主

体は、評価実施上の共通原則を踏まえつつも、民間機関や公設試験研究

機関等における評価方法等も考慮し、適切な方法で相応の評価を行う。 
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(１)競争的研究資金による課題 

競争的研究資金による研究開発課題は、大きく「研究者の自由な発

想に基づく基礎研究」と特定の政策目的を実現するための「研究目的

を指定された研究」に二分される。 

「研究者の自由な発想に基づく基礎研究」は、高い資質を有した専

門家によって、国際的水準に照らしたピアレビューを行う。「研究目

的を指定された研究」は、科学的・技術的な観点からの評価に加え、

社会的・経済的な観点からの評価も重視して実施する。 

課題の採択の可否を審査する事前評価に当たっては、少数意見も尊

重し、斬新な発想や創造性等を見過ごさないよう十分に配慮すること

が重要である。また、これまでに応募実績のない者や少ない者(若手研

究者、産業界の研究者等)については、研究内容や計画に重点を置いて

的確に評価し、研究開発の機会が与えられるようにする。 

グループ研究の場合は、参画研究者の役割分担、実施体制、責任体

制の明確さ(研究代表者の責任を含む。)についても評価する。 

さらに、優れた成果が期待され、かつ研究開発の発展が見込まれる

課題については、当初の研究開発期間を超えて切れ目なく継続が可能

となるように、研究開発期間の終了前に、引き続き新たな研究開発期

間を設定するための評価を適切に行う仕組みを導入する。 

 

(２)重点的資金による課題 

重点的資金による研究開発課題は、その企画が上位の研究開発施策

等と整合し、かつその決定方法が妥当であるか、目的とする具体的な

成果が得られているか(又はその見込みがあるか)に特に留意して評価

する。また、科学技術の進展、社会や経済の情勢の変化により、評価

の項目、基準等が変わることに留意する。特に応用研究、開発研究等

については、社会的・経済的な観点からの評価を重視する。 

大規模プロジェクトについては、責任体制の明確さ(研究代表者の責

任を含む。)、費用対効果等を含めて、特に厳正に評価するとともに、

評価の客観性及び公正さをより高めるため、外部評価の活用を徹底し、

必要に応じて第三者評価を活用する。また、国民の理解を得るために、

例えば事前評価では計画の内容等を、事後評価においては得られた成

果等を、インターネット等を通じて広く公表し、必要に応じて国民の
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意見を評価に反映させる等の工夫を行う。 

国際共同プロジェクトについては、国際的な役割分担、国際貢献、

国益上の意義や効果等についても評価する。 

  

(３)基盤的資金による課題 

研究開発機関の長の責任において、機関の設置目的等に照らして、

評価や評価結果の資源配分への反映等のためのルールを適切に設定

し、評価を実施する。その際、論文発表等を通じた当該研究分野にお

ける研究者間における評価等を活用する等、効率的で適切な方法で実

施する。 

 

３．研究開発機関等の評価 

研究開発機関等の設置目的や中期目標等に即して、機関運営と研究開

発の実施・推進の面から行う。なお、評価の客観性及び公正さをより高

めるため、第三者評価を積極的に活用する。 

機関運営面では、研究目的・目標の達成や研究開発環境の整備等のた

めにどのような運営を行ったかについて、効率性の観点も重視しつつ評

価を行う。機関運営面の評価項目としては、例えば、支援体制や知的基

盤の整備、人材の養成・確保や流動性の促進、産学官連携、専門研究分

野を活かした社会貢献等に対する取組が考えられるが、各研究開発機関

等の設置目的や中期目標等に即して適切に評価項目を選定し、評価する。 

研究開発の実施・推進面では、研究開発機関等が実施・推進した研究

開発施策や課題等の総体で評価を行う。この場合、個別の施策や課題等

について行われた評価の結果を適切に活用する。評価結果は、機関運営

のための予算、人材等の資源配分に反映させる。 

また、こうした研究開発機関等の運営は、機関長の裁量の下で行われ

るものであり、研究開発機関等の評価結果を責任者たる機関長の評価に

つなげる。 

なお、この他に、研究開発機関等の性格に応じて次のとおり実施する。 

大学等については、学校教育法等に規定する自己点検・評価を厳正に

行う。その際、自主性の尊重、教育と研究の一体的な推進等その特性に

留意する。また、国立大学法人及び大学共同利用機関法人については、

「国立大学法人法」に基づく中期目標期間の実績(中期目標の達成状況
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等)を国立大学法人評価委員会で評価(教育研究の状況については、大学

評価・学位授与機構において評価を実施し、その結果を尊重。)し、文部

科学省において、評価結果を、運営費交付金の適切な配分等に反映させ

る。さらに、これらに加えて、大学評価・学位授与機構等による教育、

研究、社会貢献、組織運営等の第三者評価を推進する。 

独立行政法人研究機関については、「独立行政法人通則法」に基づく

中期目標期間の実績(中期目標の達成状況等)を独立行政法人評価委員会

で評価し、各府省において評価結果を、運営費交付金の適切な配分等に

反映させるとともに、独立行政法人研究機関は、機関の運営に評価結果

を反映させるよう努める。 

国費の支出を受けて研究開発(委託及び共同研究等)を実施する民間機

関、公設試験研究機関等については、評価実施主体は、課題評価の際等

に、これら機関における当該課題の研究開発体制に関わる運営面に関し、

国費の効果的・効率的執行を確保する観点から、必要な範囲で評価を行

う。 

 

４．研究者等の業績の評価 

機関長が機関の設置目的等に照らして適切かつ効率的な評価のための

ルールを整備して、責任をもって実施する。その際、研究者には多様な

能力や適性があることに十分配慮し、研究開発に加え、研究開発の企画・

管理や評価活動、社会への貢献等の関連する活動に着目するとともに、

質を重視した評価を実施する。その際、大学等の場合は、研究と教育の

両面の機能を有することに留意する。 
また、研究者が挑戦した課題の困難性等も考慮に入れるなど、研究者

を萎縮させず果敢な挑戦を促すなどの工夫が必要である。 

さらに、研究開発を推進するためには、研究支援者の協力が不可欠で

ある。研究支援者の専門的な能力、研究開発の推進に対する貢献度等を

適切に評価することが必要である。 
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参－ 1

参考：研究開発評価の全般的実施状況及び現場の実態・意識調査に関するデータ 

 

Ａ．研究開発評価の全般的実施状況に関するデータ 

 

－ 省庁・研究開発機関等別の評価の実施状況 － 

 

１ 評価に関する研究開発評価指針等の整備状況 

 (1) 省庁 

   主な研究開発関係省庁においては、全ての省庁で施策や課題等に即した具体的

な研究開発関連の評価指針等を整備し、それらをインターネット等で広く公表。 

※主な研究開発関係省庁：文部科学省、経済産業省、防衛庁、厚生労働省、 

農林水産省、国土交通省、総務省、環境省 

 (2) 研究開発機関等 

   科学技術関係独立行政法人等のうち、研究開発機関については、回答のあった

機関のうちの９割以上の機関（５７機関）が、また、資金配分機関については回

答のあった機関（７機関）全てにおいて、評価指針等を整備。なお、そのうち、

約半数がそれらをインターネットで公表あるいは今後公表予定。 

(3) 大学等 

  ５４３校（大学共同利用機関を含む。）に照会した結果、有効な１９４校の回

答中、約６割（１１６校）が何らかの評価指針等を整備しており、国立大学法人

においては、８割弱（有効回答７０校中、５４校）が整備。なお、そのうち、約

３分の１がそれらをインターネットで公表あるいは今後公表予定。 

 

 

２ 評価の実施状況 

(1) 省庁  

主な研究開発関係省庁においては、研究開発課題の評価を着実に実施。一方で、

研究開発施策の評価に関して、研究開発戦略等の評価実績は３省のみ、研究開発

制度等の評価実績は６省。 

評価時期については、研究開発終了後、一定の時間を経過して行う追跡評価の

実績については１省の研究開発課題の一部が実施されているのみであり、その他

の省庁では実績なし。 

 (2) 研究開発機関等 

   研究開発機関等においては、具体的な評価の実施状況は機関によってばらつき。

研究開発施策の評価に関して、研究開発戦略等の評価実績は２機関のみ、研究開

発制度等の評価実績は１機関のみ。 

   評価時期については、特定の時期のみ評価を行っている機関があるなど、ばら

つきがあり、追跡評価の実績については４機関のみ。 



参－ 2

 

 

(3) 大学等 

大学等においては、５４３校に照会した結果、有効な回答２０５校のうち、１

６３校が何らかの評価を実施。そのうち、国立大学法人については９割以上の大

学が取組。評価対象別では、研究（開発）課題については５割強、教員（研究者）

等の業績の評価は６割弱、研究（開発）戦略・制度等の評価は２割弱が取組。な

お、機関・部局の評価については自己点検・評価の義務付け等により８割弱が取

組。 

  

(4) 総合科学技術会議 

   総合科学技術会議は、国の科学技術政策を総合的かつ計画的に推進する観点か

ら、国家的に重要な研究開発の評価として、新たに実施が予定される大規模な研

究開発（大規模新規研究開発）の評価及び競争的研究資金制度の評価を実施し、

推進体制の改善や予算配分に反映させるよう関係府省に提示するとともに、科学

技術関係概算要求の優先順位付け等に反映。 

平成１４年度には、①総額約１０億円以上の研究開発１６４件の評価、②大規模新

規研究開発３件の評価、平成１５年度には、①大規模新規研究開発５件の評価、②競

争的研究資金制度７制度の評価を実施。 
  

 

 

 

                            ※数値は平成１７年２月末現在 

  



Ｂ. 研究開発評価の全般的実施状況に関するデータ 

 

－ 評価の全般的進展状況及び問題点 － 

 

進展 

○省庁や研究開発機関等の評価実施主体側と研究者など被評価者側で進展して

いるという見解がともに多い。（本文ｐ.３） 

 
・成果や効果、波及効果に対するこだわり（結果志向） 
 

（問）直接的な成果（アウトプット）や目的に照らした効果（アウトカム）や波及効果

（インパクト）に対するこだわり（結果指向）が生まれてきた。 
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府省, S.A., n=9

機関, S.A., n=46

大学, S.A., n=131

研究者（機関）, S.A., n=787

研究者（大学）, S.A., n=570

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・評価結果の公表による透明性向上で適切な緊張感 
 

 （問）評価結果を公表し透明性を高めることにより、適切な緊張感が生まれるようにな

ってきた。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

府省, S.A., n=9

機関, S.A., n=46

大学, S.A., n=130

研究者（機関）, S.A., n=786

研究者（大学）, S.A., n=573

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない
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・より広い社会経済的観点から実施の適否を判断・見直し 

 

（問）より広い社会的・経済的な観点から、施策や課題の実施の適否を判断し、見直す

ようになってきた。 

 

0%

11%

3%

5%

3%

6%

56%

57%

21%

38%

31%

48%

33%

22%

54%

35%

41%

32%

0%

4%

5%

9%

7%

8%

0%

4%

8%

9%

9%

0%

11%

2%

9%

5%

9%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

府省, S.A., n=9

機関, S.A., n=46

大学, S.A., n=131

研究者（機関）, S.A., n=787

研究者（大学）, S.A., n=572

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 外部評価者の意見を通じ組織や研究開発が外に開かれた。 

 

（問）外部の評価者の意見を求めることを通じて、組織や研究開発が外に開かれ、活動

の活性化や外部者による理解が進んできた。 
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府省, S.A., n=9

機関, S.A., n=46

大学, S.A., n=129

研究者（機関）, S.A., n=787

研究者（大学）, S.A., n=572

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない
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問題点 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

府省, S.A., n=9

機関, S.A., n=45

大学, S.A., n=127

研究者（機関）, S.A., n=786

研究者（大学）, S.A., n=570

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

府省, S.A., n=9

機関, S.A., n=45

大学, S.A., n=128

研究者（機関）, S.A., n=785

研究者（大学）, S.A., n=570

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない

○ 評価実施主体側と被評価者側がともに問題があるという見解が多い。 

（本文ｐ.４） 

 

・評価に利用可能な適切な方法論（調査・分析・評価等）が乏しい。 

 

（問）評価の目的や観点に照らして、利用可能な適切な方法論（調査、分析、評価等）

がなかったり、乏しかったりしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価に必要な研究者等の作業負担が過重 

 

（問）評価のために必要な研究者等の作業負担が過重で困っている。 
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C. 研究開発評価の今後の課題と改善方向に関するデータ 

 

１ 創造への挑戦を励まし成果を問う評価（本文ｐ.４） 

 

○研究者を励まし、挑戦を支援するという姿勢が必ずしも十分とはいえない。 

 

（問）研究者等を励まし、挑戦することを支援する研究開発環境ができてきた。 
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府省, S.A., n=9

機関, S.A., n=46

大学, S.A., n=131

研究者（機関）, S.A., n=789

研究者（大学）, S.A., n=576

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑥わからない

 
⑤そう思わない④どちらかといえばそう思わない

③どちらともいえない 
⑥わからない 

②どちらかといえばそう思う①そう思う 
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府省, S.A., n=9

機関, S.A., n=45

大学, S.A., n=128

研究者（機関）, S.A., n=782

研究者（大学）, S.A., n=572

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない

○ 評価が硬直的・高圧的に運用されていると受け取られているケースも多い。 

 

 （問）評価が硬直的・高圧的に運用され、評価に振り回されている。 
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評価が研究者の前向きの動機付けになっていないことから、研究開発の現場に

反発や萎縮が少なからず見られる。 

 

（問）評価の結果が研究者等の前向きの動機付けになるように活用されず、評価に対

する反発や萎縮が生じている。 
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大学, S.A., n=127

研究者（機関）, S.A., n=782

研究者（大学）, S.A., n=571

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 世界水準の信頼できる評価（本文ｐ.４） 

 

○評価に必要な調査・分析・評価手法など、適切な方法論が評価の現場に十分

浸透していない。 

 

（問）評価の目的や観点に照らして、利用可能な適切な方法論（調査、分析、評価等）

がなかったり、乏しかったりしている。 
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府省, S.A., n=9

機関, S.A., n=45

大学, S.A., n=127

研究者（機関）, S.A., n=786

研究者（大学）, S.A., n=570

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない
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機関, S.A., n=45

大学, S.A., n=128

研究者（機関）, S.A., n=786

研究者（大学）, S.A., n=569

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない
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研究者（機関）, S.A., n=786

研究者（大学）, S.A., n=569

有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない

○ 優れた評価者や機関内外の専門性が全般に不足している傾向にある。 

 

（問）優れた評価者が不足していたり、協力が得られないでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問）評価活動を企画・運営・実施する府省内や機関内の、あるいはこれを支援する

府省外や機関外の専門性が乏しいために、評価活動が制約を受けている。 
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３ 活用され変革を促す評価（本文ｐ.４） 

 

○評価が目的に沿って機能せず形式化している場合や評価が十分に活用され

ず現場に徒労感がある場合が少なからず見られる。 

 

（問）評価が、その意義や目的に沿って機能せず、形式化している。 
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研究者（大学）, S.A., n=571

有識者, S.A., n=63

 

 
大学
 

 

 

 

 

 
①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない
 

 

 

 

（問）評価結果が十分に活用されず、評価現場に徒労感が生まれている。 
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有識者, S.A., n=63

①そう思う ②どちらかといえばそう思う ③どちらともいえない

④どちらかといえばそう思わない ⑤そう思わない ⑥わからない
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【調査のフレームワーク】 

 

 

 
  調査としては、(1)評価の全般的実施状況について、省庁及び研究開発機関

等に対して、①評価に関する指針・規程等の整備状況の調査、②評価の実施状

況の調査を実施。 

また、(2)今後の課題と改善方向に関する調査として、①省庁／研究開発機

関等の組織に対するアンケート調査、②研究者等に対するアンケート調査を実

施。 

 

 

 

《調査対象》 

 

  省庁：研究開発関係予算を有する省庁 

     主な研究開発関係８省庁のほか、その他研究開発関係予算を有する

省庁（財務省等）に対して調査（省庁により部分回答を含む。） 

 

  研究開発機関等：科学技術関係独立行政法人、大学（一部）等 

     研究開発機関：[発送先 78 機関：回収数 77 機関：回収率 99％] 

     大学：[発送先 543 大学：回収数 230 大学：回収率 42％] 

 

  研究者等：研究開発機関等の研究者、有識者等（無作為選定） 

     研究者（機関）：[発送先 3000 人：回収数 836 人：回収率 28％] 

     研究者（大学）：[発送先 3000 人：回収数 651 人：回収率 22％] 

     有識者（機関・大学を除く）： 

[発送先 148 人：回収数 67 人：回収率 45％] 

 

 

 

 

              【調査業務委託先：財団法人 政策科学研究所】 
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